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研究成果の概要（和文）： アフリカ開発会議（TICAD）が1993年に開始された経緯を明らかにすることに注力し
た。1980年代末から90年代初頭にかけてTICADの立ち上げに関わった9人の元外交官にインタビューし、外交史料
館での資料収集、情報公開制度を利用した機密文書の開示も実施した。
 その結果、TICADが1990年に日本の国連代表部で発案され、同年のアフリカ大使会議で初めて構想が外務省内で
共有された事実が明らかになった。また、TICADの当初の目的は、国連におけるアフリカ票の集票という「選挙
対策」であったが、外務省内での議論を通じて、日本が世界の開発問題を主導するための具体策へと洗練されて
いった経緯が判明した。

研究成果の概要（英文）：In this study, I focused on clarifying how the International Conference on 
African Development (TICAD) was started in 1993. I had Interviews with nine former Japanese 
diplomats who had worked for creating first TICAD from the end of the 1980s to the beginning of the 
90s. I found several diplomatic documents in Diplomatic Archives of Japan. I also found confidential
 government’s documents by applying for national information disclosure system.
As a result, it was revealed that TICAD was proposed by the Japanese Permanent Mission to the United
 Nations in 1990, and the concept was shared within the Ministry of Foreign Affairs at the African 
Ambassador's meeting in the same year. In addition, It was revealed that TICAD's original purpose 
was "election tactics" such as the collection of African votes in the United Nations, but through 
discussions within the Ministry of Foreign Affairs, it was refined into concrete measures for Japan 
to lead global development issues.

研究分野：アフリカ地域研究及び日本外交

キーワード： 対アフリカ外交　TICAD　開発　国連安全保障理事会　日本外交

  ３版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
　日本政府の対アフリカ政策は、どのような動機に基づいて計画され、実行されてきたのか。特にアフリカ開発
会議（TICAD）プロセスが1993年に開始された経緯については、これまで一次資料に基づく研究が存在しなかっ
た。そこで、本研究では、外交文書の入手と分析、TICADの立ち上げに関わった複数の元外交官にインタビュー
を行い、TICAD誕生の経緯を初めて明らかにした。その結果、東西冷戦終結後の日本政府が、TICADを通じて国際
社会の様々な課題に能動的に働きかける外交を展開しようとしていた事実が判明した。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属されます。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
（１） アフリカは日本から地理的に遠いのみならず、歴史的に関係が希薄だったことから、戦
後の日本外交において重要視されてこなかった。しかし、日本政府は東西冷戦終結を境に主体的
かつ能動的な対アフリカ政策の形成に乗り出し、アフリカ開発会議（TICAD）プロセスという、
国際的にも稀有な外交スタイルを生み出して現在に至っている。 
 私は 2018 年に立命館大学に教授として着任した者であるが、それまでのおよそ四半世紀の間、
新聞記者及びシンクタンク調査員として、アフリカ地域情勢と日本外交に関する取材・調査に従
事してきた。その過程で、日本の対アフリカ政策の形成と変化が冷戦後の四半世紀にわたる日本
外交の質的変化を端的に反映している事例ではないか、と考えるようになった。 
 
（２） 日本政府は対アフリカ政策の柱に、1993 年から 5年に一度（2013 年以降は 3年に一度）
の頻度で開催している TICAD を位置付けている。そこで、私は、TICAD の性格の変化を追跡する
ことで対アフリカ政策の変化を実証し、変化を生んだ要因について考察すれば、日本の外交政策
の規定要因を浮かび上がらせることができるのではないかと考え、TICAD についての包括的な研
究に着手することを構想した。 
 そのためには、まず最初に、1993 年の TICAD がどのような動機に基づいて発案され、計画さ
れ、実行されたのかを明らかにする必要があると考えた。なぜならば、TICAD 誕生の経緯につい
ては、外交文書等の一次資料に依拠した研究成果が存在せず、日本外交研究における一種の空白
域となっていたからであった。 
 
２．研究の目的 
（１） 研究の全体目標については、「TICAD プロセスが 1993 年に始まって以降の対アフリカ政
策がいかなる外部要素に影響されながら形成され、変容してきたのか」と設定した。 
 
（２） そのうえで、より具体的な研究目的として、当初は次の３点を設定した。 
  ①東西冷戦終結後の 1990 年代以降発展した日本の対アフリカ政策の決定過程に関する資料
収集並びに政策当局者の証言の収集。 
②証言や資料から浮かび上がる「日本の対アフリカ政策」と「日本外交の特質」の抽出。 
③最終的には日本外交の事例分析を通じた国際政治理論の発展への貢献。この点について
は将来的に、国際政治学の理論研究者、および日本外交研究者の指導・助力を仰ぐ。 

 
３．研究の方法 
（１）日本の対アフリカ政策に関する一次資料の収集とともに、アフリカ政策の形成・実行に関
わった日本の政策当局者（政治家・官僚）にインタビューすることを重視した。研究開始当初の
段階では次のような研究方法を想定した。 
①日本外務省職員・退職職員に対するインタビュー 
②外交史料館における資料収集 
③情報公開制度を用いた関連資料の開示請求 
④アフリカ連合（AU）職員・アフリカ諸国の政治家に対するインタビュー 
⑤先行研究に関連した書籍・論文等の収集 
⑥上記の手法によって収集した資料・証言等の分析と事実関係の再構成 
 
（２）研究を進めるにつれて、上記の①～③の作業が膨大かつ困難であることが明らかになって
きたので、④アフリカ連合等関係者へのインタビューはいったん方法から除外し、本研究を発展
させた次の研究段階で実施することに方針転換した。 
 
４．研究成果 
（１）研究は、まず最初に 1993 年の最初の TICADⅠの発案・企画・実施に携わった日本の外務
省職員が誰であったのかを割り出し、その所在を突き止めるところから始まった。TICADⅠの開
催は 27年前のことであり、その企画と準備はおよそ 30 年前のことである。したがって、当時の
外務省職員はほとんど退職し、高齢であることが予想されたため、その割り出しと所在確認の作
業は困難を極めた。 
現職の外務省員への水面下での聞き取り作業や、1990 年前後の日本外交の動きを報じた新聞
記事等の精査を進めたところ、1989 年～1992 年にかけて、下記の人々が TICADⅠの発案と準備
に深くかかわった可能性があることが判明した。 
・小和田恒 外務事務次官（次官就任前は外務審議官政務担当） 
・波多野敬雄 国連大使 
・黒河内康 初代 TICAD 担当大使 
・渡辺允 中近東アフリカ局長 
・神谷武 アフリカ第 2課長 
 この 5人はいずれも既に外務省を退職していたが、TICADⅠ開催の経緯について証言して欲し
い旨を依頼したところ、いずれも快諾していただき、インタビューが実現した。また、TICADⅠ
の発案と準備に直接的には関わっていない元外務省員、国際協力機構（JICA）職員、現職の外務



省員の計 4人に対しても、TICADⅠ開催時の日本の対アフリカ政策に関連するインタビューを申
し込み、いずれも快諾していただいた。この結果、計 9人のインタビューが実現した。全てのイ
ンタビューは先方の同意を得た上で実施し、発言については同意を得た上で筆記または録音に
よって記録した。 
 
（２）次に、東京の外交史料館を訪れ、既に開示されているアフリカ外交関連の公文書を閲覧し、
TICADⅠの開催に関連がありそうな文書を解読した結果、1992 年及び 1994 年に開催された在外
公館長会議（アフリカ大使会議）の議事録に TICADⅠ開催に至る経緯を示唆する記述があること
が判明した。 
 その記述内容と先述した 9 人に対するインタビューの結果を突き合わせる作業を実施したと
ころ、1990 年 7 月 17 日～19 日にかけて東京の外務省で開催された「平成 2 年度（1990 年度）
アフリカ大使会議」の場において、「1993 年夏ごろを目途に初のアフリカ開発会議を開催しては
どうか」という構想がアフリカ各国駐在の日本の大使、栗山尚一外務事務次官、小和田恒外務審
議官、波多野敬雄国連大使らの外務省高官レベルで共有された可能性が浮上した。 
 
（３）そこで、平成 2 年度（1990 年度）アフリカ大使会議においてどのような議論が交わされ
たのかを明らかにするために、情報公開制度を活用し、外務省に対していくつかの公文書の開示
を請求した。当初は意味ある記録を見つけ出せなかったが、2019 年 11 月に同会議の議事録が存
在していることが判明した。これを開示請求して入手したところ、同会議において波多野国連大
使がアフリカ開発会議の創設を提言していたことが確認された。波多野氏にインタビューで確
認したところ、次のような証言を得た。 
「私がジュネーブで大使を務めていた 1980 年代後半、日本政府は国際機関のトップに日本人を
就任させたいと考えていた。国際機関のトップを選挙で選ぶ際に重要なのは、アフリカ、南米、
カリブ海の国々の票を固めること。特に国の数が多いアフリカの支持は重要で、アフリカ諸国に
経済協力を約束し、日本への恩義を感じてもらうのが効果的だということをジュネーブ時代の
経験から知っていた。1990 年 2 月にニューヨークの国連大使に着任し、今度は 3 年に一度行わ
れる安保理（国連安全保障理事会）の非常任理事国選挙で日本を当選させるために各国の支持を
得ることが仕事になった。そこで国連大使になって最初の平成 2 年度のアフリカ大使会議に出
席した際、アフリカに対する経済協力をどうすべきかが議論になったので、アフリカの首脳を東
京に集めて開発について議論する会議を開いたら日本の貢献を世界に示す機会になるし、アフ
リカの国々にも感謝されるのではないかと思って提案した」 
 アフリカ大使会議の議事録と波多野氏の証言から、TICAD が 1990 年当時の国連大使だった波
多野氏の構想であり、国連におけるアフリカ票の獲得が当初の狙いであったことが日本のアフ
リカ政策及び日本外交に関する研究史上、公文書と当事者の証言によって初めて確認された。 
 
（４）しかし、国連におけるアフリカ票の集票という波多野氏の構想は、当時の外務省事務方ナ
ンバー2であった小和田恒外務審議官によって否定された。小和田氏は 2020 年 1月 14 日に実施
したインタビューに対し、波多野氏からアフリカ票獲得のための TICAD 開催という提案があっ
た事実を認めた上で、会議の開催には賛同するものの、アフリカ票獲得という動機には強く反対
したことを明らかにした。 
 小和田氏は、インタビューに対して「国連における選挙対策という波多野さんの提案には反対
だったが、アフリカの開発問題で日本が世界の主導権を握って世界に働きかけるというのは面
白いアイデアではないかと感じ、波多野さんにはそう回答した」と証言した。小和田氏は、会議
の開催目的を「開発問題で日本が世界の議論をリードすること」に再設定し、1991 年 7 月の人
事異動で事務次官に昇格して以降、事務方トップとして TICAD の準備を指揮することになった。 
 
（５）だが、波多野氏が提案した TICAD 構想は当初、外務省内の担当局である中近東アフリカ局
の反対を受け、具体化に向けた作業は進まなかったことが複数のインタビューによって判明し
た。多数の首脳を招聘する大規模な会議を開催しても、日本にとって如何なる利益があるのか判
然としないというのが、中近東アフリカ局の反対理由であった。 
 ところが、TICAD 構想を巡っては、1991 年春ごろから具体化に向けた動きが急激に加速した。
当時の中近東アフリカ局長であった渡辺允氏と、アフリカ第 2 課長を務めた神谷武氏へのイン
タビューによって、その経緯が判明した。 
 波多野氏がアフリカ大使会議で TICAD 開催構想を提案した 1990 年当時、アフリカ大陸では、
後に歴史的出来事となる南アフリカ共和国におけるアパルトヘイト（人種隔離）政策の廃止に向
けた動きが始まっていた。アパルトヘイト反対運動を主導したとして 27 年にわたって投獄され
ていた黒人解放勢力の指導者ネルソン・マンデラが、1990 年 2 月に釈放されたのである。 
 南アフリカを所管するアフリカ第 2課では、課長の神谷氏を中心に、南アフリカが民主化した
場合の日本政府の対応についての検討が本格化した。日本政府は 1990 年当時、南アフリカに対
して政治・経済・文化など様々な分野で制裁を課しており、どのタイミングでどの制裁を段階的
に解除していくかが外交課題となっていた。 
 神谷氏の証言によると、ネルソン・マンデラが釈放されたとはいえ、全人種参加の民主的選挙
が実施されていない段階での制裁解除については、外務省の国連局及び波多野国連大使が反対



していた。日本が制裁解除に踏み切れば、アパルトヘイトに強く反対するアフリカ諸国の反発を
招き、国連におけるアフリカ票の取りまとめが困難になるとの理由であった。 
 
（６）外務省内の一方には、国連におけるアフリカ票取りまとめのために TICAD を開催したい波
多野国連大使及び国連局がある。他方、対南アフリカ制裁を段階的に解除していきたい中近東ア
フリカ局は、TICAD 構想の具現化には消極的で、制裁解除に関しては波多野大使と国連局の反対
に直面している。 
こうした状況を打開するために、1991 年春ごろの段階で、外務省の事務方ナンバー2であった
小和田外務審議官の下では、問題を整理するためのミーティングが繰り返されていたことが一
連のインタビューによって明らかになった。 
複数回にわたるミーティングと省内の調整の結果、対南アフリカ制裁解除に合わせて TICAD の
開催を発表するという方針が決まった。南アフリカの民主化によってアフリカ大陸の開発問題
が新たな段階に入ることを見据え、日本はアフリカの開発問題で世界の議論を主導する覚悟で
あり、その覚悟を具体的に示す施策が TICAD である、という論理が小和田氏の下で構築されたの
である。そこには、この論理をアフリカ諸国に向けて説明することで、対南アフリカ制裁解除に
対するアフリカ諸国の反発を回避し、国連におけるアフリカ票の「日本離れ」を防ぐという狙い
があった。 
 
（７）TICAD 開催の経緯に関するこれまでのアカデミズムの世界における通説は、「国連におけ
るアフリカ票の集票」というものであった。他方、日本政府は「冷戦終結後、欧米ドナー諸国の
アフリカに対する関心が低下する中で、アフリカの開発問題に関する議論を日本が主導した」と
いう公式見解を発信していた。 
 本研究においては、TICAD の立ち上げに関与した複数の元外務省員等へのインタビュー及び外
交資料等の分析を通じて、対南アフリカ制裁の解除問題という要素が TICAD 構想の形成に大き
く影響していたことが初めて明らかになった。 
 
（８）本研究は、研究開始前の段階では、1990 年代初頭の TICAD プロセスの立ち上げから 2000
年代に至るまでの TICAD の性格の変化についても射程に含めて研究する計画であった。 
しかし、立ち上げの経緯についての研究だけでも、往時の外務省関係者の特定やインタビュー
などに膨大な時間と労力を要し、TICAD 立ち上げに関係する未公開の外交文書の特定、開示請求、
分析に多大な時間を要した。このため研究の途中からは柔軟な対応が必要と考え、1990 年代初
頭の TICAD 立ち上げに関する調査と分析に焦点を絞って研究を展開した。 
そのことにより、立ち上げの経緯に関する分析は詳細で深い内容とすることが可能となった。
その反面、研究開始前に想定した研究目的のうち、1993 年の TICAD プロセス開始後の対アフリ
カ政策の変容の部分についての研究が未着手となってしまった。この残された課題については、
今後も研究を継続していく所存であり、既に具体的な準備作業を開始している。 
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